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【別紙】予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算（中長期計画の予算） 

 

平成 30年度～令和６年度予算 

（単位：百万円） 

区別 

A.宇宙政策の目標達成に

向けた宇宙プロジェクト

の実施 

B. 宇宙政策の目標達

成に向けた分野横断的

な研究開発等の取組 

C.航空科学技術 

D. 宇宙航空政策の目

標達成を支えるための

取組 

E.情報収集衛星に係る

政府からの受託 
F.法人共通 合計 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

国際宇宙ステーション開発費補助金 

地球観測システム研究開発費補助金 

基幹ロケット高度化推進費補助金 

設備整備費補助金 

受託収入 

その他の収入 

合計 

 

 

４８７，９０７ 

４，５８２ 

１８９，０４８ 

７７，０２２ 

１６，１００ 

０ 

１２，３１３ 

５，２５３ 

７９２，２２５ 

 

８２，３２４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

４３８ 

６８３ 

８３，４４５ 

 

５３，１６１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

３，１６２ 

２９７ 

５６，６２０ 

 

９７，６８６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１８７ 

８４９ 

９８，７２２ 

 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

-(*) 

０ 

-(*) 

 

 

４１，４５１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２４０ 

４１，６９１ 

 

７６２，５２９ 

４，５８２ 

１８９，０４８ 

７７，０２２ 

１６，１００ 

０ 

１６，１００ 

７，３２２ 

１，０７２，７０３ 

支出 

事業費 

 うち、人件費（事業系） 

 うち、物件費 

一般管理費 

 うち、人件費（管理系） 

 うち、物件費 

 うち、公租公課 

施設整備費補助金 

国際宇宙ステーション開発費補助金 

地球観測システム研究開発費補助金 

基幹ロケット高度化推進費補助金 

設備整備費補助金 

受託経費等 

合計 

 

４９３，１６０ 

４５，８０９ 

４４７，３５０ 

 

 

 

 

４，５８２ 

１８９，０４８ 

７７，０２２ 

１６，１００ 

０ 

１２，３１３ 

７９２，２２５ 

 

８３，００７ 

１９，６９８ 

６３，３０９ 

 

 

 

 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

４３８ 

８３，４４５ 

 

５３，４５８ 

１２，３７２ 

４１，０８５ 

 

 

 

 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

３，１６２ 

５６，６２０ 

 

９８，５３５ 

９，５０７ 

８９，０２９ 

 

 

 

 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１８７ 

９８，７２２ 

 

０ 

０ 

０ 

 

 

 

 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

-(*) 

-(*) 

 

 

 

 

４１，６９１ 

２３，７９２ 

１１，８１０ 

６，０８８ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

４１，６９１ 

 

７２８，１６０ 

８７，３８６ 

６４０，７７３ 

４１，６９１ 

２３，７９２ 

１１，８１０ 

６，０８８ 

４，５８２ 

１８９，０４８ 

７７，０２２ 

１６，１００ 

０ 

１６，１００ 

１，０７２，７０３ 

  * … 国の計画に基づく受託

資料３-２ 
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［注 1］上記予算額は運営費交付金の算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試

算されたもの。各事業年度の予算については、事業の進展により必要経

費が大幅に変わること等を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、

再計算の上決定される。一般管理費のうち公租公課については、所要見

込額を試算しているが、具体的な額は各事業年度の予算編成過程におい

て再計算の上決定される。 

 

［注 2］運営費交付金の算定ルール 

【運営費交付金の算定方法】 

ルール方式を採用。 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

毎事業年度に交付する運営費交付金（Ａ）については、以下の数式により

決定する。 

 

Ａ(y)=｛(Ｃ(y)－Ｐc(y)－Ｔ(y))×α1(係数)＋Ｐc(y)＋Ｔ(y)｝＋｛(Ｒ(y)

－Ｐr(y))×α2(係数)＋Ｐr(y)｝＋ε(y)＋Ｆ(y)－Ｂ(y)×λ(係数) 

 

Ｃ(y)=Ｐc(y)＋Ｅc(y)＋Ｔ(y) 

Ｒ(y)=Ｐr(y)＋Ｅr(y) 

Ｂ(y)=Ｂ(y-1)×δ(係数) 

Ｐ(y)=Ｐc(y)+Ｐr(y)=｛Ｐc(y-1)+Ｐr(y-1)｝×σ(係数) 

Ｅc(y)=Ｅc（y-1)×β(係数) 

Ｅr(y)=Ｅr（y-1)×β(係数)×γ(係数) 

 

各経費及び各係数値については、以下の通り。 

Ｂ(y) ：当該事業年度における自己収入の見積り。Ｂ(y-1)は直前の事業

年度におけるＢ(y)。 

Ｃ(y)  ：当該事業年度における一般管理費。 

Ｅc(y) ：当該事業年度における一般管理費中の物件費。Ｅc(y-1)は直前の

事業年度におけるＥc(y)であり、直前の事業年度における新規又

は拡充分Ｆ(y-1)を含む。 

Ｅr(y) ：当該事業年度における事業費中の物件費。Ｅr(y-1)は直前の事業

年度におけるＥr(y)であり、直前の事業年度における新規又は拡

充分Ｆ(y-1)を含む。 

Ｐ(y)  ：当該事業年度における人件費（退職手当は含まない）。 
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Ｐc(y) ：当該事業年度における一般管理費中の人件費。Ｐc(y-1)は直前の

事業年度におけるＰc(y)。 

Ｐr(y) ：当該事業年度における事業費中の人件費。Ｐr(y-1)は直前の事業

年度におけるＰr(y)。 

Ｒ(y)  ：当該事業年度における事業費。 

Ｔ(y)  ：当該事業年度における公租公課。 

Ｆ(y) ：当該事業年度における新規又は拡充分。新規に追加されるもの又

は拡充分による経費であり、各事業年度の予算編成過程において、

当該経費を具体的に決定。Ｆ(y-1)は直前の事業年度におけるＦ

(y)として、一般管理費又は事業費の物件費（Ｅc(y-1)又はＥr(y-

1)）に含める形で算出される。 

ε(y) ：当該事業年度における特殊経費。重点施策の実施、事故の発生、

退職者の人数の増減等の事由により当該年度に限り時限的に発

生する経費であって、運営費交付金算定ルールに影響を与えうる

規模の経費。これらについては、各事業年度の予算編成過程にお

いて、当該経費を具体的に決定。 

α1 ：一般管理費効率化係数。中長期目標に記載されている削減目標を

踏まえ、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度にお

ける具体的な係数値を決定。 

α2   ：事業費効率化係数。中長期目標に記載されている削減目標を踏ま

え、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度における

具体的な係数値を決定。 

β ：消費者物価指数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業

年度における具体的な係数値を決定。 

γ ：業務政策係数。各事業年度の予算編成過程において、当該事業年

度における具体的な係数値を決定。 

δ ：自己収入政策係数。過去の実績を勘案し、各事業年度の予算編成

過程において、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

λ ：収入調整係数。過去の実績における自己収入に対する収益の割合

を勘案し、各事業年度の予算編成過程において、当該事業年度に

おける具体的な係数値を決定。 

σ ：人件費調整係数。各事業年度の予算編成過程において、給与昇給

率等を勘案し、当該事業年度における具体的な係数値を決定。 

 

【中長期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等】 

上記算定ルール等に基づき、以下の仮定の下に試算している。 



  

 
4 

 

・運営費交付金の見積りについては、ε（特殊経費）及びＦ（新規又は拡

充分）は勘案せず、α1（一般管理費効率化係数）は平成 29 年度予算額

を基準に中長期目標期間中に 21%の縮減、α2（事業費効率化係数）は平

成 29年度予算額を基準に中長期目標期間中に 7%の縮減として試算。 

・λ（収入調整係数）は一律 1として試算。 

・β（消費者物価指数）は変動がないもの（±0%）として試算。 

・γ（業務政策係数）は一律 1として試算。 

・人件費の見積りについては、σ（人件費調整係数）は変動がないもの（±

0%）として試算。 

・自己収入の見積りについては、平成 31年度以降、前年度に対して＋12百

万円、＋14百万円、＋16百万、＋18百万、＋20百万、＋22百万円とな

るようにδ（自己収入政策係数）を設定して試算。 

・受託収入の見積りについては、過去の実績を勘案し、一律据え置き（±

0%）として試算。 

 

［注 3］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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２．収支計画 

平成 30年度～令和６年度収支計画 

 

（単位：百万円） 

区別 

A.宇宙政策の目

標達成に向けた

宇宙プロジェク

トの実施 

B. 宇宙政策の

目標達成に向

けた分野横断

的な研究開発

等の取組 

C.航空科学技術 

D. 宇宙航空政

策の目標達成

を支えるため

の取組 

E.情報収集衛

星に係る政府

からの受託 

F.法人共通 合計 

費用の部 

経常費用 

事業費 

一般管理費 

受託費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

 

７７２，５６０ 

３９７，４１１ 

０ 

１２，３１３ 

３６２，８３６ 

３８３ 

０ 

 

４９，１９３ 

４２，５４７ 

０ 

４３８ 

６，２０８ 

４０ 

０ 

 

４０，８６７ 

２７，４０１ 

０ 

３，１６２ 

１０，３０４ 

２６ 

０ 

 

７６，９８２ 

５０，５０６ 

０ 

１８７ 

２６，２８９ 

４８ 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

-(*) 

０ 

０ 

０ 

 

３８，３２７ 

０ 

３７，７８８ 

０ 

５３９ 

２１ 

０ 

 

９７７，９２９ 

５１７，８６５ 

３７，７８８ 

１６，１００ 

４０６，１７６ 

５１８ 

０ 

収益の部 

運営費交付金収益 

補助金収益 

受託収入 

その他の収入 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

２４７，７６７ 

１４４，７７４ 

１２，３１３ 

５，２５３ 

３６２，８３６ 

０ 

 

４１，９０４ 

０ 

４３８ 

６８３ 

６，２０８ 

０ 

 

２７，１３０ 

０ 

３，１６２ 

２９７ 

１０，３０４ 

０ 

 

４９，７０５ 

０ 

１８７ 

８４９ 

２６，２８９ 

０ 

 

０ 

０ 

-(*) 

０ 

０ 

０ 

 

３７，５６９ 

０ 

０ 

２４０ 

５３９ 

０ 

 

４０４，０７５ 

１４４，７７４ 

１６，１００ 

７，３２２ 

４０６，１７６ 

０ 

純利益 

目的積立金取崩額 

純利益 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

* … 国の計画に基づく受託額 
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３．資金計画 

平成 30年度～令和６年度資金計画 

 

（単位：百万円） 

区別 

A.宇宙政策の目標達

成に向けた宇宙プロ

ジェクトの実施 

B. 宇宙政策の

目標達成に向

けた分野横断

的な研究開発

等の取組 

C.航空科学技術 

D. 宇宙航空政策

の目標達成を支え

るための取組 

E.情報収

集衛星に

かかる政

府からの

受託 

F.法人共通 合計 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中長期目標の期間への繰越金 

 

４０３，０４９ 

３８２，３６６ 

６，８１０ 

０ 

 

４２，２５７ 

４０，４６１ 

７２７ 

０ 

 

３０，０９４ 

２６，０５８ 

４６８ 

０ 

 

４９，８２９ 

４８，０３０ 

８６３ 

０ 

 

-(*) 

０ 

０ 

０ 

 

３７，８０９ 

３，５１７ 

３６５ 

０ 

 

５６３，０３８ 

５００，４３２ 

９，２３３ 

０ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

補助金収入 

受託収入 

その他の収入 

 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

 

財務活動による収入 

 

前期中期目標の期間よりの繰越金 

 

７８７，６４３ 

４８７，９０７ 

２８２，１７０ 

１２，３１３ 

５，２５３ 

 

 

４，５８２ 

 

０ 

 

０ 

 

８３，４４５ 

８２，３２４ 

０ 

４３８ 

６８３ 

 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

５６，６２０ 

５３，１６１ 

０ 

３，１６２ 

２９７ 

 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

９８，７２２ 

９７，６８６ 

０ 

１８７ 

８４９ 

 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

０ 

０ 

-(*) 

０ 

 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

４１，６９１ 

４１，４５１ 

０ 

０ 

２４０ 

 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

１，０６８，１２１ 

７６２，５２９ 

２８２，１７０ 

１６，１００ 

７，３２２ 

 

 

４，５８２ 

 

０ 

 

０ 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

* … 国の計画に基づく受託額 

 


